


・ こども心身発達医療センター（仮称）の整備について、整備計画概要を取りまとめ、建築設計

業務委託を公告するとともに、地権者との協議や用地測量、地形測量、環境調査等を進めてい

ます。また、同センターでの機能統合効果を十分に発揮するため、関係者で構成された検討ワ

ーキングを立ち上げ、機能充実・施設整備に向けた検討を行っています。今後、同センターが

子どもの発達支援の総合拠点としての機能を発揮できるよう、医療、福祉、教育が一体となっ

て進めることが重要です。

「みえ障がい者共生社会づくりプラン」に基づき、県庁内に設置した「三重県障がい者支援施策

総合推進会議」により関係部局等が連携を図りながら、総合的な取組を進めます。

特に、障がい者の地域移行を進めるため、受け皿である施設整備や加齢児の地域移行の支援に取

り組むほか、新しい制度に則した相談体制の充実を図ります。

また、障がい者の工賃増額に向けて、福祉事業所産品等に関する実態の調査結果をふまえ、経営

コンサルタントを活用した福祉事業所の経営意識の向上や作業改善等の取組を進めるとともに、共

同受注窓口事業によるさらなる受注拡大に取り組みます。農業の側面からは、福祉事業所の農業参

入等農福連携による取組や、農業経営体における障がい者雇用に関する機運醸成の取組を進めます。

そのほか、「三重県雇用創造懇話会」での意見や企業が障がい者を雇用する際の課題をふまえ、

地域の多くの企業や県民に、障がい者雇用の促進についての理解をより深めていただくため、産業

界や労働界などと連携し、県内で障がい者が活き活きと働き、多くの方に障がい者雇用の重要性を

認識してもらえる「場」（例えば、障がい者の方々で商品を生産・販売するショップなど）の創設や、

企業等における障がい者雇用が促進される仕組みづくりを検討し、県民総参加での障がい者雇用を

推進します。

こども心身発達医療センター（仮称）の整備を進めるため、各種調査・設計委託業務の推進を図

り、平成 25 年度中に工事に着手します。また、発達支援体制の充実・強化に向けて、県教育委員

会との連携を進めるとともに、三重県医師会や三重大学、三重病院などとの連携を深めるために、

連絡協議会を開催します。あわせて、障がいのある子どもたちの早期からの途切れのない支援体制

の充実に向け、「パーソナルカルテ」の推進強化市町を新たに指定し、その作成と活用を進めます。

さらに特別支援学校高等部生徒の職場開拓や福祉分野における就労支援の充実に努めます。

＜実践取組１＞「地域での生活基盤の不足」を解決するために

●障がい者の地域移行受け皿整備事業

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費）

当初予算額：(24) ２２４，５４７千円 → (25) ８２，０５２千円

事業概要：障がい者の地域移行を進めるため、グループホーム等や日中活動の場の整備に取り

組みます。

また、障害児入所施設にコーディネーターを配置し、強度行動障害のある加齢児の

地域移行を推進します。

さらに、重度身体障がい者等が自立生活を体験する場を提供し、地域移行のステッ

プアップに取り組みます。
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＜実践取組２＞「働くことへの課題」を解決するために

●障がい者就労支援事業

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費）

当初予算額：(24) ３９，２３８千円 → (25) ２９，４４８千円

事業概要：障がい者の就労定着化を図るため、施設を退所して一般就労した障がい者に対し、

施設職員によるサポートを行います。

また、工賃アップを図るため、経営コンサルタントを事業所等に派遣してアドバイ

ス等を行うとともに、共同受注窓口によるさらなる受注拡大に取り組みます。

●（新）障がい者雇用支援の新たなしくみづくり検討事業

（第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費）

当初予算額：（24） － 千円 → （25） １，０８４千円

事業概要：社会全体の障がい者に対する理解と雇用の促進を図るため、アンテナショップカフ

ェの機能や運営のあり方について、経済・労働団体及び行政、専門家等により、雇

用モデルの実践、障がい者雇用理解促進、授産品販路拡大等を行う新たなしくみづく

りの検討を行います。

●障がい者の「就労の場」開拓事業

（第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費）

当初予算額：（24） ２１，７６２千円 → （25） １０，６８４千円

事業概要：障がい者雇用アドバイザーによる求人開拓や各種制度の普及、啓発、ジョブサポー

ターの派遣による定着支援、特例子会社の設立支援のための補助事業、障がい者雇

用に関する優良事例の普及・啓発などの取組を実施することで、障がい者の就労の

場を拡大します。

●障がい者委託訓練事業（障がい者就労アプローチ支援事業分）

（第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費）

当初予算額：（24） ５，３２４千円 → （25） ３，１０６千円

事業概要：障がい者が、事業所等での短期実習を受けることにより、自らの適性を把握し、円

滑に就労に移行できるよう支援します。

●農福連携・障がい者雇用推進事業

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 １３ 農林漁業経営体育成費）

当初予算額：(24) ４，６８９千円 → (25) ４，２２０千円

事業概要：福祉事業所の農業参入や農作業受託、農業経営体への障がい者の就労を促進するた

め、障がい者が担える農業・農作業の検証、農業者に対する意識啓発や受入・支援体

制の整備などに取り組みます。
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●特別支援学校就労推進事業

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４ 教育指導費）

当初予算額：(24) １６，０７４千円 → (25) １８，１６９千円

事業概要：企業との連携による技能検定制度の活用や職業に関するコース制を導入する学校の

拡大、早期からの職場実習の実施、本人の適性と職種のマッチングの促進など、学び

が就労に結びつくキャリア教育プログラムを構築します。

また、企業経験豊かな人材を、キャリア教育マネージャー及びキャリア教育サポー

ターとして配置し、職域開発支援員に対する指導助言や、生徒の適性に基づく企業

への業務の提案等を行い、生徒の就労希望の実現をめざします。

＜実践取組３＞「日常生活上の支障や不安」を解決するために

●障がい者相談支援体制強化事業

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費）

当初予算額：(24) ２０４，９８３千円 → (25) １６５，８３８千円

事業概要：県内の障害保健福祉圏域ごとに設置した総合的な相談支援センターを中心とし、障

がい児（者）やその家族の地域生活を支援するとともに、県内全域を対象とした、自

閉症・発達障害、高次脳機能障害、重症心身障害等の専門性の高い相談支援を行いま

す。

●発達障がい児への支援事業

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費）

当初予算額：(24) １１，２６８千円 → (25) ７，８９１千円

事業概要：子どもの発達障がいの早期発見や乳児期から成長段階に応じた途切れのない総合的

な支援を行うため、市町における発達総合支援窓口設置に向けた普及・啓発を行うと

ともに、発達障がい児支援に携わる人材の育成を図るための研修を行います。

●こども心身発達医療センター（仮称）整備事業

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費）

当初予算額：(24) １０６，５３７千円 → (25) ３８３，３４５千円

事業概要：こども心身発達医療センター（仮称）の整備を進めるため、各種調査・設計委託業

務の推進を図り、平成 25年度中に工事に着手します。

また、発達支援体制の充実・強化に向けて、県教育委員会との連携を進めるととも

に、三重県医師会や三重大学、三重病院などとの連携を深めるために、連絡協議会

を開催します。
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●（一部新）早期からの一貫した教育支援体制整備事業

（第 10款 教育費 第１項 教育総務費 ４ 教育指導費）

当初予算額：(24) １３，８４５千円 → (25) １７，５１９千円

事業概要：発達障がいを含むすべての障がいのある幼児児童生徒について、支援情報の引継ぎ

ツール「パーソナルカルテ」を活用し、早期からの一貫した相談・指導体制の構築を

進めます。

また、県立高校１校をモデル校として指定し、障がい特性に応じた効果的な指導・

支援方法のあり方に関する研究を進めます。

●こども心身発達医療センター（仮称）に併設する特別支援学校整備事業

（第 10款 教育費 第５項 特別支援学校費 １ 特別支援学校費）

当初予算額：（24）－ 千円 → (25) １１６，７７６千円

事業概要：こども心身発達医療センター（仮称）に併設する特別支援学校の整備に向けて準備

を進めます。

教育委員会


